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建築設備等の定期報告について

平成１６年６月２日に公布された「建築物の安全性及び市街地の防災機能の確保等を図

るための建築基準法の一部を改正する法律」により建築基準法が改正され、これに伴い建

築基準法施行規則の一部が改正されました。下記に関係部分の一部を掲載します。

詳細については、財団法人日本建築設備・昇降機センターのホームページから定期検査

報告制度をご覧願います。特に東京都における建築設備定期検査報告業務の「換気設備検

査項目表」の防火ダンパー及び「排煙設備検査項目表」の排煙口が定期検査の参考になり

ます。

防火ダンパー、排煙口は法令に準じ定期検査の実施を願います。

http://www.beec.or.jp/（財）日本建築設備・昇降機センターのホームページ

建築基準法施行規則の一部改正（平成17年５月２７日公布）

下線は改正部分

（建築設備等の定期報告）

第６条 法第１２条第３項（法第８８条第１項又は第３項において準用する場合を含む。

以下この条において同じ）の規定による報告の時期は、建築設備、法第６６条に規定

する工作物（高さ４メートルを超えこえるものに限る ）又は法第８８条第１項に規。

定する昇降機等（以下この条及び次条において「建築設備等」という ）の種類、用。

途、構造等に応じて、おおむね６月から１年までの間隔をおいて特定行政庁が定める

時期（法第１２条３項の規定による指定があった日以後の設置又は築造に係わる建築

設備等について、設置者又は築造主が法第７条第５項又は法７条の２第５項の規定に

よる検査済証の交付を受けた場合においては、その直後の時期を除く ）とする。。

２ 法第１２条第３項の規定による報告は、昇降機にあっては別記第３６号の３様式によ

る報告書及び別記第３６号の３の２様式による定期検査報告概要書に 建築設備等 昇、 （

降機を除く ）にあっては別記３６号の４様式による報告書及び別記第３６号の４の。

２様式による定期検査報告概要書によるものとする。ただし、特定行政庁が規則によ

り別記第３６号の３様式又は別記第３６号の４様式に定める事項その他の事項を記載

、 。する報告書の様式を定めた場合にあっては 当該様式による報告書によるものとする

３ 法第１２条第３項の規定による報告は、前項の報告書に、特定行政庁が建築設備等の

状況を把握するために必要と認めて規則で定める書類を添えて行わなければならない


















